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研究成果の概要（和文）：東京都の全新改築小学校における教室とオープンスペースの関係の経年的分析により、最近
５年間では引き戸型が大半を占めていることが明らかになった。区市町村別では、12区市町村でオープン型や可動間仕
切り型から引き戸型や固定壁に変化しており、オープン型教室の間仕切り方法について見直す区市町村が少なくない。
また、教員によるオープン型教室に対する評価より、音の問題により授業に支障が起きている学校が多いが、オープン
型の利点を評価している教員も多く、必要に応じて開閉ができ完全に区切れる可動間仕切りを選択する教員が多い。そ
のタイプである引き戸型の評価が高いが、学校による違いが大きく計画的な検討がさらに必要である。

研究成果の概要（英文）：It was clarified that sliding door type is the majority in 5 years recently by 
the time-series analysis of the relationship between the classroom and open space in all new and 
reconstruction elementary school in Tokyo. The partition type is changing from the open type and the 
movable partition type into the sliding door type and fixed wall in 12 municipalities. There is a 
considerable number of municipalities reconsidered about a partition way of the open type classroom.
According to the evaluation of open type classroom by teachers, there are many schools that have occurred 
trouble in class by the sound problem, on the other hand, there are many teachers who are evaluating the 
merits of open type classroom. Many teachers choose a sliding wall which can be opened and closed as 
needed and be separated completely. Although the evaluation of the sliding door type is high, planning 
study is further required, because there is a large difference in the evaluation by schools.

研究分野： 建築計画
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１．研究開始当初の背景 
昭和 59(1984)年に多目的スペースの国庫

補助が導入されて以降、公立小学校において
多目的スペースの導入が進んでいる。多目的
スペースの中でも、特に、教室とオープンス
ペース（以下、OS）が連続したタイプは多様
な学習を行う際に効果的であるとされ、全国
的にかなり普及していると思われる。しかし、
オープンスペースと空間的に連続している
教室（以下、オープン型教室）については、
(1)隣接する教室やOSで発生する音の影響の
問題、(2)基礎的な学力向上の問題、(3)学校
運営側からの意見が反映されていない問題
などが指摘されている。このようなオープン
型教室に関する問題が顕著になっている状
況を踏まえ、これまでに整備されたオープン
型教室の成果と課題について教職員からの
評価を含めて総合的に検証を行い、今後の教
室空間のあり方について検討することが必
要とされている。 

 
２．研究の目的 
本研究では、我が国に導入されてから 30

年以上経過している小学校オープン型教室
について、学校施設整備政策の変遷との関係、
自治体単位でみたオープン型教室の普及状
況と整備特性、さらに教職員側からのオープ
ン型教室に対する評価について調査分析す
ることにより、これまでのオープン型教室に
対する成果と課題を明らかにし、今後の小学
校の教室及び教室回りの空間のあり方に関
する提言を行うことを目的としている。 
 

３．研究の方法 
(1) 教員アンケート調査 
オープン型教室を持ち、教室と OS との境

界にそれぞれ可動間仕切りなどが設置され
ている公立小学校３校の全教員に対して、平
成 23（2011）年 7月にアンケート調査を行っ
た。調査内容は、1)OS やオープン型教室の利
用状況、2)オープン型教室の利点・問題点、
3)オープン型教室の評価、4)望ましいと考え
る教室と OS の境界のつくりなどである。 
また、以前に行った２県６校を加えた９校

分のアンケートデータを基に、オープン型教
室の利点・問題点、音に対する評価、オープ
ン型教室に対する総合評価、理想とする境界
形態、という OP 型教室の評価に関する質問
項目に絞って比較分析を行った。 
(2) 自治体別の整備方針と整備状況 
東京都区市町村の教育委員会に対し、平成

19 年度以降に新改築した公立小学校につい
てのアンケートおよび資料請求調査を実施
（平成 25 年９月）し、以前の調査データを
合わせることで昭和 56 年度以降すべての新
改築校を把握した。そこから改築年度、学校
全体・多目的スペースの面積、間仕切り方法、
教室・OS の面積、空間構成を整理した。また、
学校施設の整備方針の策定に関するアンケ
ートを実施した。 

４．研究成果 
(1) Ｔ県の公立小学校におけるオープン型
教室の評価と課題 
①調査校の概要 
Ｔ小（17 学級(特別支援学級は除く､以下

同)、児童数 536 名）は、全学年がオープン
型教室であり、OS との境界に可動間仕切りが
なく可動の家具が置かれている。２学年毎に
教師コーナーが設置されている（図１(a)）。 
Ｄ小（26 学級、児童数 845 名）は、全学年

がオープン型教室であり、教室と教室の間に
可動間仕切りが、OS 内には複数の可動間仕切
りと家具が配置されている。OS 内の可動間仕
切りにより教室を閉じた状態にすることは
できない（図１(b)）。 
Ｈ小（6 学級、児童数 148 名）は、全学年

がオープン型教室であるが、教室と OS の境
界には取り外し可能な間仕切りパネル（レー
ルなし）が設けられ、このパネルをはめ込む
ことで教室を完全に閉じた状態にすること
ができる（図１(c)）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②OS の利用状況 
３校共「週に１､２回程度」以上の授業に

よる利用はほとんどみられず、授業による OS
の利用頻度は全体的に高くない。特にＤ小の
OS の利用頻度が全体的に低く、「活動してい
ない」の回答が多い。Ｔ小は「学年で OS を
使った授業」と「学年で OS を使った活動」
の回答が多い。Ｈ小では「学級で教室と OS
を使った授業」と「学級で教室と OS を使っ
た活動」を「週に１､２回程度」行う学級が

図１ 調査対象校の平面図 

(c) Ｈ小 １階平面図 

(b) Ｄ小 ３階平面図 

(a) Ｔ小 ２階平面図 



ある。Ｄ小とＨ小は、「OS を作品の展示スペ
ースとして活用」の利用頻度が最も高い。 
③教室と OS の境界の利用状況 
Ｔ小では、８割近い教員が教室と OS の境

界に家具を「いつも置いている」、残りの２
割強が「置いている方が多い」と回答してお
り、通常、教室と OS の境界に家具が置かれ
た状態で利用されていることがわかる。家具
の配置の変更頻度は、約５割が「１学期に１､
２回程度」で、家具配置の変更は少ない。ま
た、可動式の家具は「活動スペースを広くと
ることができる」一方で、「転倒する可能性
があり危ない」という意見があがっている。 
Ｄ小では、事前観察をもとに可動間仕切と

家具の配置をＡ～Ｆの６タイプに分類し、各
学級が普段どのような配置で使っているか
を尋ねた。その結果、約６割が教室のスペー
スを拡大することができる配置にしている。
配置の変更頻度は少なく、「1学期に１､２回」
以上で４割にとどまるが、大半は学習発表会
などの行事のための変更で、ＡやＤなどの教
室と OS を連続して広く使える配置にされる
ことが多い。教室と教室の間の可動間仕切は、
教員の９割以上が「年に１、２回程度」ない
し「変更しない」と回答している。境界面の
つくりについては、教室を広く使える点で優
れているが、OS と教室間､教室と教室間とも
に音の問題が改善点としてあがっている。 
Ｈ小では、６割強が「１学期に１､２回程

度」間仕切りを取り外すと回答している。聞
き取りからは、夏期に風通しを良くするため
に間仕切りを取り外し、冬期に寒さを凌ぐた
めに入れることが分かった。間仕切りは､通
風と温熱環境の面で評価されているが、操作
性に対する改善点が指摘されている。 
④オープン型教室に対する評価 
OS からの音や視線に対する評価について

は、３校共に音を気にする割合が高く、教
員・児童共に８割前後が「気にしている」「少
し気にしている」と回答しており、特に教室
間が可動間仕切りとなっているＤ小は「気に
している」割合が６割以上と高く、特に音が
大きな問題となっている。視線についてはＨ
小の教員以外の教員・児童の６割以上が「気
にしている」「少し気にしている」と回答し
ている。また、Ｄ小は OS 内に可動間仕切り
があるにもかかわらず、OS内に家具以外の仕
切りのないＴ小以上に視線の評価が低い。 
オープン型教室の利点に関しては、３校共

「教室のスペースを拡大でき多目的に活用
できる」が高く、教室と連続している点は評
価されている。しかし、Ｄ小は「多様な学習
形態の指導を展開できる」「学年合同授業や
学年集会などの活動ができる」が低く、オー
プン型教室の利点が発揮されていないとい
える。また、Ｔ小では「他のクラスの授業を
参考にしたり助言したりできる」などの境界
が開いていること、Ｄ小は「休み時間の遊び
場として利用できる」などの教室を広く使え
ることが高く評価されている。これに対し、

Ｈ小は「教室の環境が良い（明るい、開放的、
など）」や「休み時間の遊び場」、「教室から
OS への移動が容易である」が高く評価されて
おり、３校の利点に違いがみられる。 
問題点に関しては、３校共「他の教室や OS

の音が授業などの妨げになる」や「児童が OS
を移動する人を気にして落ち着かない」など
の音と視線が授業の妨げになるという割合
が高い。Ｔ小とＤ小では「音のために注意喚
起や生活指導などがやりにくい」などの割合
も高く、完全に閉めることができない形態で
あることが大きく影響している。また、「特
別支援を要する児童には向かない」も３校共
４割を超えている。 
オープン型教室の総合評価については、Ｔ

小、Ｈ小は、共に６割以上が「まあよい」と
回答しており肯定的な意見が多い。理由には
「多様な活動」が多いことから、OS の広さを
活かし、多様な活動ができるからであるとい
える。しかし、Ｄ小は７割が「あまりよくな
い」、２割が「全くよくない」と回答してお
り、大半が否定的である。その主な理由は、
「集中しにくい」ことであり、Ｄ小が教室と
教室の間が可動間仕切りで仕切られている
ために音の評価が低く、さらに OS 内に児童
の通り抜け動線があるために視線の評価も
低いことに起因すると考えられる。 
オープン型教室の成果をみると、Ｄ小では

他学級の様子が見られることなど、多くの成
果が意識されているにもかかわらず、オープ
ン型教室に否定的な意見が多いことは、他学
級の様子がわかることや教員間の連携以上
に、音と視線の問題が深刻であるといえる。 
オープン型教室に関する配慮や工夫につ

いては、他クラスに配慮して声の大きさや時
間帯を考えて活動しているという意見が３
校共多く、音の問題に配慮していることがわ
かる。また、座席配置を工夫している点は、
オープン型教室の留意点として注目される。 
⑤教室と OS の境界に対する評価 
教室と OS の理想の境界形態については、

３校共「完全に区切れる可動間仕切り」が最
も多い。また、オープン型教室に否定的な意
見が多いＤ小では、他校に比べ固定壁を望む
回答が多い。 
教室と OS の理想の学年ごとの境界につい

ては、３校共「分からない」の回答が多いが、
Ｔ小とＤ小では「どの学年も同じであること
が望ましい」と「学年によって変えるほうが
望ましい」が同程度回答され、Ｈ小は「学年
によって変えるほうが望ましい」の回答が多
い。どの学年も同じ境界を希望する主な理由
は、学年が移っても慣れた環境で落ち着いて
迎えられることであり、学年によって異なる
境界を希望する主な理由は、低学年の時に学
習習慣を定着させることである。 
⑥まとめ 
３校共 OSの利用頻度が高いとはいえない。

それでもＴ小では、４割前後の教員が週１･
２回程度、学年で OS を使った授業や活動を



行っている。Ｄ小では４割の教員がほぼ毎日、
OS を作品展示のスペースとして活用してい
る。Ｈ小では３割の教員が週に１､２回程度、
学級単位で教室と OS を使った授業を行って
いる。この利用状況は、オープン型教室のつ
くりが反映している。 
また、３校共教室と OS 間の可動間仕切り

や家具の移動は、頻繁に行われているわけで
はない。間仕切りや家具の配置には通風や温
熱環境が影響している。 
Ｄ小の教室間の可動間仕切りは、音を十分

に遮断することができず、オープン型教室の
評価に大きく影響している。また、間仕切り
を外す機会が極めて少ないことから、遮音性
の低い可動間仕切りを教室間に設置するこ
とは望ましくないといえる。 
Ｄ小では、OSが他学年の通り抜け動線にな

っていることが、オープン型教室の評価を下
げていると考えられる。オープン型教室にお
いては、少なくとも OS 内が他学年の通り抜
け動線にならないよう配慮するべきである。 
Ｔ小は、OS の境界が家具のみであるにもか

かわらずオープン型教室の評価が低くない
のは、学年で OS を利用する活動を行ってい
るためであると思われる。 
評価が高いＴ小、Ｈ小でも、音と視線を遮

りたい、音を出すなどの活動を自由に行いた
い、特別支援の児童を落ち着かせたい、など
の理由により、必要に応じて完全に仕切るこ
とができる可動間仕切りが望まれている。以
上総合すると、オープン型教室においても授
業に集中できる環境をつくることが極めて
重要であるといえる。 
 
(2) 3 県 9 校の教員アンケートの総合的分析 
①調査校の概要 

対象校９校を、教室と OS の境界の形態よ
り、OZ 小、DM 小を「教室間可動間仕切り型
（以下、教室間可動型）」、YR 小、NU 小、TK
小を「完全オープン型」、OJ 小、HN 小を「引
き戸型」、IJ 小を「片廊下型改修」、HO 小を
「取り外し可能間仕切りパネル型」と分類し
た。なお、集計では IJ 小と HO 小を「その他」
としている。 
②オープン型教室の利点・問題点 
利点についてみると、「完全オープン型」

では、「多様な学習形態の指導を展開できる」
を挙げる教員が多い。「教室間可動型」も、
OS に対しては完全オープンであるにもかか
わらず多様な学習展開を挙げる教員は少な
いが、教室間が可動であることによる音の影
響であると思われる。また、「引き戸型」に
おいて、OJ 小の評価が HN 小より低いのは、
教室が向かい合わせになっていることや、OS
が通過動線となっているためである。問題点
についてみると、「教室間可動型」、「完全オ
ープン型」では、音が授業の妨げになるほど
大きな問題となっていることがわかる。 
③OS からの音の影響 
すべての学校において「気になる」、「少し

気になる」を合わせて７～９割を占めている。
特に「教室間可動型」では８割前後が「気に
なる」と回答しており、音の問題が深刻であ
る。「引き戸型」でも否定的な評価が８割程
度と多いが、これは通風や開放感を得るため
に開けている時間が多いためであると思わ
れる。特に、OJ 小は、教室間に OS があるた
めに音の問題が大きいと思われる。 
④オープン型教室の総合評価 
「教室間可動型」では、肯定的な評価の割

合が極めて低く、「全くよくない」を選択し
ている割合も高いことから「教室間可動型」
は改善の余地が大きいといえる。「完全オー
プン型」については「非常によい」はいない
ものの、半数以上が肯定的に評価している。
また「引き戸型」の HN 小は、「非常によい」
を選択している教員が４割近くと多く、開閉
が選択できることが評価されている。 
⑤教室と OS の理想の境界形態 
「教室間可動型」では「固定壁」が高く、

特にOZ小は７割以上を占めている。これは、
可動間仕切りの遮音性能を信用していない
ためと思われる。「完全オープン型」では、「固
定壁」の割合が低く「完全に区切れる可働間
仕切り」の割合が高いことから、必要に応じ
て閉めることのできる間仕切りが望まれて
いることがわかる。しかし「引き戸型」では
「固定壁」が多く、「引き戸型」でも問題を
感じている教員が少なくないことが窺える。 
⑥オープン型教室に対する評価の相互関係 
音と総合評価の関係をみると、音が「気に

なる」教員は７割以上が否定的な評価である。
しかし、音が「少し気になる」教員では、６
割以上が肯定的な評価をしており、さらに音
を気にならなければ全員が肯定的な評価を
している（図２）。 
理想の境界形態と音との関係については、

音が「気になる」「少し気になる」教員の３
～４割、「ほとんど気にならない」教員でも
３割近くが「固定壁」を選択しており、常時
静かな環境で授業をしたい教員が少なくな
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図２ 教員における音の評価と総合評価の関係 

図３ 教員における音と理想の境界形態との関係 

図４ 教員における総合評価と理想の境界形態との関係 



い。しかし、音に対する評価に関わらず５～
６割が「完全に区切れる可動間仕切り」を望
んでいることから、必要に応じて閉じられれ
ばよいと考えている教員が多いといえる（図
３）。 
理想の境界形態と総合評価との関係では、

「全くよくない」と回答している教員は、「固
定壁」を選択する割合が６割を超えている。
また、「まあよい」と回答した教員は、６割
以上が「完全に区切れる可動間仕切り」を望
んでおり、オープン型教室に肯定的でも必要
に応じて閉められる間仕切りを希望する教
員が多い（図４）。 
⑦まとめ 
音の問題により授業に支障が起きている

ことが分かる。しかし、総合評価ではオープ
ン型の利点も評価している教員も多く、理想
の境界形態として必要に応じて開閉ができ
る「完全に区切れる可動間仕切り」を選択す
る教員が多い。 
「教室間可動型」は、音の問題が極めて深

刻であり、「固定壁」を希望する教員の割合
がかなり高い。教室間を可動間仕切りとする
ことには十分な検討が必要である。 
「引き戸型」は総合評価が高いが、学校に

よる違いが大きく、引き戸型であっても条件
によってはその利点が十分に生かされない
といえる。 
 
(3) 東京都の公立小学校におけるオープン
型教室の整備 
①オープン型小学校数の推移 
新改築校におけるオープン型小学校の整

備割合は、平成 11～15 年に 73％に達したが
平成 21～25 年に 62%であり、減少している。
また、平成 25 年度の全小学校に占めるオー
プン型小学校数の割合は 8.9％である。 
②校舎、OS、普通教室の面積特性 
オープン型小学校校舎の必要面積と保有

面積の関係をみると、全体的に保有面積が必
要面積よりもかなり上回っている。また、必
要面積に対する保有面積の比率は特に最近
５年間に高く、比率 1.5 以上の割合は 38%に
達している。 
保有面積に対する OS 面積と普通教室面積

に対する OS 面積をみると、最近 10 年間では
全体的にOSの面積を小さくする傾向にある。 
普通教室と OS の奥行をみると、OS の奥行

が４～６ｍ間に分布している学校は、最近 10
年間とそれ以前で比較すると 30％から 52％
に増加し、奥行が小さくなっている。 
③教室と OS 間の間仕切り方法の変化 
教室と OS 間の間仕切り方法に固定壁を加

えて、年代別の間仕切りタイプの比率をみる
と、オープン型は平成 16～20 年度まで徐々
に増加し３割に達しているが、最近５年間は
４％に急減している。可動間仕切り型は平成
元～５年以降減少し、最近５年間は７％であ
る。平成 11～15 年に登場した引き戸型は最
近５年間に 36％まで急増している。一方で固

定壁は平成 11～15 年以降増加傾向を示し、
最近５年間は 38％である。 
④教室と OS の空間配置の変化 
オープン型教室部分の空間配置について、

通過動線の有無、学年、教室のまとまり、教
室の配置、これらを組み合わせて類型化した。
さらに、年代別に空間配置タイプの比率を求
めた。オープン型教室の整備年度別の空間構
成タイプをみると。通過動線あり型は平成６
～10 年まで減少傾向にあったが、最近５年間
は 11 校（42％）まで増加しており、このう
ち間仕切りタイプに着目すると１校を除い
て引き戸型または引き戸・固定壁型である。 
⑤区市町村別間仕切り方法の変化 
区市町村ごとの間仕切り方法の変化につ

いて、まず変化の有無別に分け、さらにタイ
プの変化に着目してそれぞれ５パターンと
４パターンに分類した。変化パターン別の区
市町村数と各変化パターンの詳細を表１に
示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
18 区市町村(38％)において間仕切り方法

が変化しており、その内、可動間仕切り型か
らオープン型に変わった区市町村は２
(4.3％)だけである。オープン型や可動間仕
切り型から引き戸型に変わった区市町村が
６(12.8％)、オープン型教室から固定壁に変
わった区市町村が６(12.8％)あり、閉じる方
向に変化していることがわかる。特に世田谷
区と足立区は、オープン型から引き戸型とな
り、この５年間ではさらに固定壁に変化して
いる。以前オープン型を建設していた練馬区
も近年の２校は固定壁である。また、最近 10
年間に建設された２校が連続してオープン
型である区市町村は、板橋区と大島町の２つ
だけである。 
⑥区市町村の学校施設整備方針 
区市町村における学校施設整備の具体的

な方針や内容等を定めた｢学校施設整備指
針｣や｢学校施設改築指針｣の策定状況をみる
と、策定している区市町村は全体で 24％であ
る。学校数別にみると｢50 校以上｣で半数以上
であるのに対し、｢29 校以下｣では３区のみで
あり、学校数が多い区市町村ほど方針を策定
している。なお策定済みの場合、80％以上の
区市町村が Web 上で公開している。 
⑦多目的スペースの整備方針 
アンケート回答をもとに多目的スペース

を計画する際の配置、教室との関係、数、面
積等についての整備方針の策定状況をまと
めた。多目的スペースに関する整備方針を定
めているのは５区(10％)に留まっている。多
目的スペースの設置タイプについては、台東

表１ 東京都区市町村における間仕切り変化パターン 



区は普通教室と隣接した OS（教室隣接型）と
して設置し、世田谷区、豊島区、北区、墨田
区は教室隣接型・独立型のどちらも設置と回
答している。教室隣接型における OS と教室
の区切り方は、台東区、北区は可動間仕切り
(ドアやパネルを吊り下げスライド)、豊島区
は引き戸、世田谷区は固定壁と回答している。 
学校施設の整備方針をWeb上に公開している
８区について、方針から多目的スペースに関
する記述を抜き出し整理したものを表３に
示す注２。江東区、品川区（低学年）、中野
区、北区、板橋区、葛飾区では、教室に隣接
した OS を設置すると記述されているが、世
田谷区では「教室と連続した大きな OS など
は原則として設けない」ことを明記している。
教室と OS の間仕切りについては、中野区が
「透明ガラスの間仕切りの採用やオープン
化」、北区は「透過性のある可動の間仕切り」
とされているが、他区には具体的な記述はみ
られない。 
⑧まとめ 
新改築校におけるオープン型小学校の整

備割合は平成 11～15 年に７割を超えたが、
以降減少し、平成 21～25 年には６割強とな
っている。また、平成 25 年度における全小
学校に占めるオープン型小学校の割合は
8.9％である。 
最近５年間において必要面積に対する保

有面積の比率は高く、1.5 以上の割合が増え
ている。また、最近 10 年間では教室と連続
した OS の面積を小さくする傾向にある。 
最近５年間の間仕切り方法においてオー

プン型と可動間仕切り型は以前より急減し、
引き戸型は増加している。 
オープン型教室の空間構成において最近

５年間に特徴がみられ、空間配置タイプでは
通過動線あり型が増え、このうち間仕切りタ
イプに関して引き戸型が大半を占めている。 
以上のように最近５～10年間で面積、間仕

切り方法、空間配置に変化がみられており、
オープン型教室の整備に対する考え方に変
化がうかがえる。 
区市町村別に間仕切り方法の変化をみる

と、12 区市町村でオープン型や可動間仕切り
型から引き戸型や固定壁に変化しており、オ
ープン型教室の間仕切り方法について見直
す区市町村が少なくないことがわかる。しか
し、多目的スペースの整備方針を策定してい
る区市町村は少なく、方針があっても OS の
間仕切り方法などの詳細な記述はほとんど
ない。多くの区市町村では、以前の改築事例
の評価や改築校を計画する時点での個別の
検討により、OS の具体的な計画を決めている
と考えられる。 
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